
令和７年度

一般会計補正予算（専決第２号）の概要

令和８年１月臨時会提出

総務部財政課 



　○　基本事項

　(単位　千円)

国県支出金 地方債 その他

65,000 64,110 0 0 890

補正額

補正予算額の財源内訳

特定財源
一般財源

令和７年度一般会計補正予算（専決第２号）の概要等

１　令和７年度一般会計補正予算（専決第２号）の編成方針等

補正前の予算額

補正後の予算額

５３９億３，４００万円

５３９億９，９００万円

２　補正予算見積状況

補正予算額 ６，５００万円

令和８年２月８日執行の衆議院議員総選挙・最高裁判所裁判官国民審査に係る選挙執行経

費について計上する。
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№
予算書
ページ

歳　入　科　目 補正額 補正後の額 充当先事業 主　な　内　容

県支出金

1 11
衆議院議員選挙委
託金

6,411万円 6,411万円
衆議院議員選
挙費

衆議院議員総選挙・
最高裁判所裁判官国
民審査に係る選挙執
行経費委託金の計上

2 11
財政調整基金繰入
金

89万円 14億2,065万円 一般財源 財源調整による

３　歳入の主な増額・減額項目
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№
予算書
ページ

事　　業　　名 補正額 補正後の額 主　な　内　容

総務費

1 13 衆議院議員選挙費 6,500万円 6,500万円
衆議院議員総選挙・最高裁判所裁
判官国民審査に係る選挙執行経費
の計上

４　歳出の主な増額・減額項目
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単位：千円

補正前の予算額 補正額 補正後の予算額

53,934,000 65,000 53,999,000

9,467,148 9,467,148

1,752,500 1,752,500

10,456,552 10,456,552

3,140 3,140

791 791

774 774

701 701

731 731

2,375 2,375

8,290 8,290

21,693,002 21,693,002

75,627,002 65,000 75,692,002

補正前の予算額 補正額 補正後の予算額

収益的収入 2,263,773 2,263,773

収益的支出 2,082,239 2,082,239

資本的収入 282,134 282,134

資本的支出 1,998,654 1,998,654

収益的収入 3,801,677 3,801,677

収益的支出 3,790,795 3,790,795

資本的収入 2,306,130 2,306,130

資本的支出 3,376,673 3,376,673

令和７年度安曇野市各会計補正予算額一覧

安曇野市穂高山林財産区特別会計

安曇野市下水道事業会計

会　計　名　等

安曇野市水道事業会計

会　計　名

安曇野市一般会計　補正予算（専決第２号）

安曇野市北の沢山林財産区特別会計

安曇野市有明山林財産区特別会計

安曇野市後期高齢者医療特別会計

安曇野市国民健康保険特別会計

安曇野市介護保険特別会計

安曇野市上川手山林財産区特別会計

安曇野市富士尾沢山林財産区特別会計

安曇野市産業団地造成事業特別会計

安曇野市有明荘特別会計

特別会計合計

総　計（一般会計+特別会計）
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令和７年度

一般会計補正予算（第６号）の概要

令和８年１月臨時会提出

総務部財政課 



　○　基本事項

　(単位　千円)

国県支出金 地方債 その他

653,000 597,480 0 0 55,520

補正額

補正予算額の財源内訳

特定財源
一般財源

令和７年度一般会計補正予算（第６号）の概要等

１　令和７年度一般会計補正予算（第６号）の編成方針等

補正前の予算額

補正後の予算額

５３９億９，９００万円

５４６億５，２００万円

２　補正予算見積状況

補正予算額 ６億５，３００万円

早急に着手する必要がある事業について、次のとおり補正予算を計上する。

・国の総合経済対策として交付される物価高騰対応重点支援地方創生臨時交

付金を活用して実施する事業の補正

・その他、急を要する事業の補正
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№
予算書
ページ

歳　入　科　目 補正額 補正後の額 充当先事業 主　な　内　容

国庫支出金

1 11

物価高騰対応重点
支援地方創生臨時
交付金（令和７年
度補正推奨事業メ
ニュー分）

５億7,900万円 ５億7,900万円
障がい者福祉
総務費外

物価高騰対応重点支
援地方創生臨時交付
金の計上

県支出金

2 11
住民税非課税世帯
等エアコン設置促
進事業補助金

1,848万円 1,848万円

住民税非課税
世帯エアコン
設置促進事業
外

住民税非課税世帯エ
アコン設置促進事業
補助金の計上

繰入金

3 11
財政調整基金繰入
金

5,552万円 14億7,617万円 一般財源 財源調整による

３　歳入の主な増額・減額項目
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№
予算書
ページ

事　　業　　名 補正額 補正後の額 主　な　内　容

総務費

1 13 秘書・渉外 450万７千円 2,953万１千円

令和７年11月28日に急逝された太
田寛前市長の生前の功績と故人を
偲ぶため、市主催のお別れ会を開
催する経費の計上

民生費

2 15 障がい者福祉総務費 1,415万４千円 １億6,449万３千円

物価高騰の影響を受けている障が
い福祉施設等への物価高騰対策支
援金の計上
<支給額>
・入所系
　10万円＋（２万円×利用定員数）
・通所系
　６万円＋（２千円×利用定員数）※

・通所系（県補助対象外施設）
　12万円
・訪問系
　２万円
・市指定事業所
　12万円＋（４千円×利用定員数）※

※施設区分により、利用定員数による加算
がない場合があります。

3 15
住民税非課税世帯エ
アコン設置促進事業

3,586万３千円 3,586万３千円

物価高騰の影響を受けている住民
税非課税世帯で、近年の猛暑等に
よる健康被害を軽減するため、エ
アコン設置費に対する補助金の計
上
<対象者>
　住民税非課税世帯
<補助率>
　設置費の2/3
<補助額>
　上限：４万８千円

4 15
生活保護世帯エアコ
ン設置促進事業

1,691万１千円 1,691万１千円

物価高騰の影響を受けている生活
保護世帯で、近年の猛暑等による
健康被害を軽減するため、エアコ
ン設置費に対する補助金の計上
<対象者>
　生活保護世帯
<補助率>
　設置費の10/10
<補助額>
　上限：７万３千円

４　歳出の主な増額・減額項目
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№
予算書
ページ

事　　業　　名 補正額 補正後の額 主　な　内　容

5 17 介護保険対策費 1,525万５千円 15億2,956万７千円

物価高騰の影響を受けている介護
事業所等への物価高騰対策支援金
の計上
<支給額>
・入所系
　10万円＋（２千円×利用定員数）
・併設短期入所生活介護分
　２千円×利用定員数
・通所系
　６万円＋（２千円×利用定員数）
・通所系（県補助対象外施設）
　12万＋（４千円×利用定員数）
・訪問系
　２万円
・福祉用具（県補助対象外）
　４万円

6 17
物価高対応給付金支
給 事 業 （ 推 奨 メ
ニュー分）

1,381万円 1,381万円

物価高騰の影響を受けているひと
り親世帯に対する給付金の計上
<対象者>
　児童扶養手当受給世帯
<給付額>
　児童一人あたり１万円

商工費

7 21
ささえあい商品券事
業

５億5,250万円 ５億5,250万円

物価高騰に対する生活支援とし
て、食料品店や飲食店のほか、店
内店舗で幅広く利用できる商品券
配布経費の計上
<配布額>
　市民一人あたり５千円

- 4 -



　次の事業については、年度内に事業が完了しない見込みのため繰越します。

　(単位：千円）

金額 繰越理由

35,459
国の物価高騰対応重点支援地方創生臨時交
付金を受けて実施する事業であり、年度内
での事業完了が困難であるため

14,143
国の物価高騰対応重点支援地方創生臨時交
付金を受けて実施する事業であり、年度内
での事業完了が困難であるため

16,832
国の物価高騰対応重点支援地方創生臨時交
付金を受けて実施する事業であり、年度内
での事業完了が困難であるため

15,239
国の物価高騰対応重点支援地方創生臨時交
付金を受けて実施する事業であり、年度内
での事業完了が困難であるため

13,260
国の物価高騰対応重点支援地方創生臨時交
付金を受けて実施する事業であり、年度内
での事業完了が困難であるため

551,500
国の物価高騰対応重点支援地方創生臨時交
付金を受けて実施する事業であり、年度内
での事業完了が困難であるため

５　繰越明許費

事業名

住民税非課税世帯エアコン設置促進事
業

障がい者福祉総務費

生活保護世帯エアコン設置促進事業

介護保険総務費（特別会計によらない
もの）

子育て世帯特別給付金(ひとり親世帯
分)給付事業

ささえあい商品券事業
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単位：千円

補正前の予算額 補正額 補正後の予算額

53,999,000 653,000 54,652,000

21,693,002 21,693,002

75,692,002 653,000 76,345,002

補正前の予算額 補正額 補正後の予算額

収益的収入 2,263,773 2,263,773

収益的支出 2,082,239 2,082,239

資本的収入 282,134 282,134

資本的支出 1,998,654 1,998,654

収益的収入 3,801,677 3,801,677

収益的支出 3,790,795 3,790,795

資本的収入 2,306,130 2,306,130

資本的支出 3,376,673 3,376,673

8,290

特別会計合計

総　計（一般会計+特別会計）

9,467,148

安曇野市後期高齢者医療特別会計 1,752,500 1,752,500

会　計　名

安曇野市一般会計　補正予算（第６号）

9,467,148安曇野市国民健康保険特別会計

10,456,552

安曇野市上川手山林財産区特別会計 3,140 3,140

10,456,552安曇野市介護保険特別会計

791

安曇野市有明山林財産区特別会計 774 774

令和７年度安曇野市各会計補正予算額一覧

安曇野市穂高山林財産区特別会計

2,375 2,375

731

安曇野市産業団地造成事業特別会計

安曇野市富士尾沢山林財産区特別会計 701 701

731

安曇野市北の沢山林財産区特別会計 791

安曇野市下水道事業会計

安曇野市有明荘特別会計 8,290

会　計　名　等

安曇野市水道事業会計

- 6 -



  

 ２０２６年１月２６日 

安曇野市役所 

 

Press Ｒｅｌｅａｓｅ 

報道関係各位 

 

物価高騰対応重点支援地方創生臨時交付金 

活用支援策の方針をお知らせします 

問い合わせ 

長野県安曇野市 政策部 政策経営課 ： 課長 大月
おおつき

 敦史
あ つ し

 担当 中嶋
なかじま

 信之
のぶゆき

 

TEL：0263-71-2401（直通）  E-mail：seisakukeiei@city.azumino.nagano.jp 

〒399-8281 長野県安曇野市豊科6000番地 

安曇野市では、物価高騰対応重点支援地方創生臨時交付金を活用した支援策の方針を下

記のとおり決定し、本年度分を１/２９の臨時議会に補正予算を計上しますのでお知らせします。 

 

記 

 

■安曇野市配分額 1,078,827 千円（うち、特別加算分 341,294 千円） 

 

令和７年度に予算化する事業 

 交付対象事業 総事業費(千円) 充当額(千円) 実施時期 備考 

１ 安曇野市ささえあい商品券交付事業 552,500 503,000 R8.6 特別加算 

２ 子育て世帯特別給付金 13,810 13,000 R8.2 県事業と連動 

３ 
住民税非課税世帯等 

エアコン設置促進事業 
52,774 34,000 R8.4 県事業と連動 

４ 介護福祉施設等物価高騰対策支援 15,255 15,000 R8.4  

５ 障がい福祉施設等物価高騰対策支援 14,154 14,000 R8.4  

計 648,493 579,000   

 

令和８年度に予算化を予定している事業 

 交付対象事業 実施時期 備考 

１ 水道料基本料金減免事業 R8.6～  

２ 井戸利用者等支援給付 R8中  

３ 明科飲料水供給施設水道料基本料金減免事業 R8.6～  

４ 地区公民館建設補助 R8中  

５ 学校給食費物価高騰支援 R8中 特別加算 

6 子ども医療費(16～18 歳)対策 R8中  

7 子ども医療費(窓口負担)対策 R8中  

 

※事業の概要・詳細は別

紙資料をご覧ください。 



令和７年度補正予算 物価高騰対応重点支援地方創生臨時交付金について 

 

令和８年１月 26 日 

政策部政策経営課 
 

安曇野市配分額 1,078,827 千円（うち、特別加算分 341,294 千円） 
 

＜令和７年度に予算化する事業＞ 

No. 交付対象事業名称 事業の概要 総事業費(千円) 充当額(千円) 実施時期 備考 

1 安曇野市ささえあい商品券交付事業 一人あたり 5,000 円分の商品券を市民全員に交付 552,500 503,000 R8.6 特別加算 

2 子育て世帯特別給付金 ひとり親世帯に、児童一人あたり 10,000 円を給付 13,810 13,000 R8.2  県事業と連動 

3 住民税非課税世帯等 

エアコン設置促進事業 

住民税非課税世帯（上限 48,000 円）及び生活保護世帯（上

限 73,000 円）を対象に、エアコン設置費用を補助 

52,774 34,000 R8.4 県事業と連動 

4 介護福祉施設等物価高騰対策支援 市内介護福祉施設及び事業所を対象に支援金を給付 15,255 15,000 R8.4  

5 障がい福祉施設等物価高騰対策支援 市内障がい福祉施設及び事業所を対象に支援金を給付 14,154 14,000 R8.4  

計 648,493 579,000   

 

 

＜令和８年度に予算化を予定している事業＞ 

No. 交付対象事業名称 事業の概要 実施予定時期 備考 

1 水道料基本料金減免事業 給水使用者の水道料金（基本料金）を３期分減免 R8.6～  

2 井戸利用者等支援給付 井戸利用者に対し上水道基本料金３回分の支援金を給付 R8 中  

3 明科飲料水供給施設水道料基本料金減免事業  給水使用者の水道料金（基本料金）を３期分減免 R8.6～  

4 地区公民館建設補助 市内地区公民館の LED 化及びエアコン設置費用を補助 R8 中  

5 学校給食費物価高騰支援 学校給食の物価高騰分（保護者負担を上回る分）に充当 R8 中 特別加算 

6 子ども医療費(16～18 歳)対策 16～18 歳の医療費負担（市負担分）に充当 R8 中  

7 子ども医療費(窓口負担)対策 0～18 歳の医療費負担（市負担分）に充当 R8 中  

 

令和８年１月 26 日 市長記者会見資料 


